平成２８年度　住民税の主な改正点
掲載内容（目次）
1１．個人住民税における公的年金からの特別徴収制度の見直し


1（１）仮特別徴収税額の算定方法の見直し（仮特別徴収税額の平準化）


2（２）転出や税額変更があった場合の特別徴収継続の見直し


2２．公的年金に係る確定申告不要制度の改正


2３．「ふるさと寄附金（ふるさと納税）」に係る改正


2（１）所得税の最高税率引上げに伴う「ふるさと寄附金」に係る特例控除額の算定方法の改正


2（２）特例控除額の拡充（特例控除限度額の引上げ）


3（３）「ふるさと納税ワンストップ特例制度」の創設


3４．個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の延長



１．個人住民税における公的年金からの特別徴収制度の見直し
適用範囲：平成28年10月1日以降に実施する特別徴収から適用
（１）仮特別徴収税額の算定方法の見直し（仮特別徴収税額の平準化）
公的年金特別徴収における徴収税額の平準化を図るため、仮特別徴収税額を「前年度分の公的年金等に係る所得割額と均等割額の合算額（年税額）の２分の１に相当する額とする」こととされました。
	
	仮徴収
	本徴収

	
	４月
	６月
	８月
	１０月
	１２月
	２月

	【改正前】
	前年度分の本徴収額÷３
	（年税額－仮徴収額）÷３

	【改正後】
	（前年度分の年税額÷２）÷３
	（年税額－仮徴収額）÷３


＜例＞
６５歳以上の夫婦世帯
（夫の個人住民税額＝６０，０００円（所得割額：５４，０００円、均等割額：６，０００円）、妻は非課税）
	年度
	年税額
	【改正前】
	【改正後】

	
	
	仮徴収
	本徴収
	仮徴収
	本徴収


	N
	６０，０００円
	１０，０００円
	１０，０００円
	１０，０００円
	１０，０００円

	N+1
	３６，０００円（医療費控除の増等）
	１０，０００円
	２，０００円
	１０，０００円
	２，０００円

	N+2
	６０，０００円
	２，０００円
	１８，０００円
	６，０００円
	１４，０００円

	N+3
	６０，０００円
	１８，０００円
	２，０００円
	１０，０００円
	１０，０００円



（２）転出や税額変更があった場合の特別徴収継続の見直し
見直し前の制度では賦課期日（1月1日）後に市町村の区域外に転出した場合や、特別徴収する額が変更された場合、公的年金からの特別徴収は停止（中止）され、普通徴収（納税通知書で納めていただく方法）に切り替わることとされていますが、年金所得者の納税の便宜や市町村における徴収事務の効率化の観点から、「転出や税額変更があった場合においても一定要件の下、特別徴収を継続する」こととされました。
２．公的年金に係る確定申告不要制度の改正
適用範囲：平成２７年分以後の所得税について適用
公的年金等に係る所得税の確定申告不要制度については、「源泉徴収の対象とならない公的年金等（外国で支払われる年金）の支給を受ける者は、この制度を適用できない」こととされました。
３．「ふるさと寄附金（ふるさと納税）」に係る改正
適用範囲：平成２７年中に支出した地方公共団体への寄附金（「ふるさと寄附金」）による税額控除から適用
※（３）は、平成２７年４月１日以後に行う「ふるさと寄附金」について適用
（１）所得税の最高税率引上げに伴う「ふるさと寄附金」に係る特例控除額の算定方法の改正
平成２７年分以後の所得税の最高税率が４０％から４５％に引上げられたことに伴い、平成２８年度以後の寄附金税額控除に係る特例控除額の算定に用いる所得税の限界税率を課税所得金額４０００万円超の場合は４５％とすることとされました。
（２）特例控除額の拡充（特例控除限度額の引上げ）
　「ふるさと寄附金」に係る寄附金税額控除については、基本控除に加算される特例控除額の上限を個人住民税の所得割額（調整控除後の所得割額）の１０％から２０％に拡充することとされました。
	
	特例控除額（「ふるさと寄附金」にのみ適用）

	【改正前】
	（寄附金－２，０００円）×（９０％－０～４０％〔所得税の限界税率〕※）
上限額：個人住民税所得割額の１０％

	【改正後】
	（寄附金－２，０００円）×（９０％－０～４５％〔所得税の限界税率〕※）
上限額：個人住民税所得割額の２０％


※　平成２６年度から平成５０年度については、復興特別所得税を加算した率となります。
＜参考＞所得税率
	課税所得金額
	税率
	速算控除額
	

	　～　１，９４９，０００円
	５％
	０円
	改正なし

	１，９５０，０００円　～　３，２９９，０００円
	１０％
	９７，５００円
	

	３，３００，０００円　～　６，９４９，０００円
	２０％
	４２７，５００円
	

	６，９５０，０００円　～　８，９９９，０００円
	２３％
	６３６，０００円
	

	９，０００，０００円　～１７，９９９，０００円
	３３％
	１，５３６，０００円
	

	１８，０００，０００円　～３９，９９９，０００円
	４０％
	２，７９６，０００円
	

	４０，０００，０００円　～　　　　　　　　　　　
	４５％
	４，７９６，０００円
	平成２７年分以後の所得税から適用


（３）「ふるさと納税ワンストップ特例制度」の創設
　確定申告の不要な給与所得者等が、「ふるさと寄附金」を行った場合、所得税の確定申告を行わなくても、所得税・個人住民税の寄附金控除を受けられる仕組み「ふるさと納税ワンストップ特例制度」が創設されました。
（注意）以下の条件を全て満たしている場合にのみ適用となります。
・平成２７年４月１日以後に行った「ふるさと寄附金」である。（※１）
・寄附を行う際、納税先の自治体に「寄附金税額控除等に係る申告特例申請書」を提出している。（※２）
・寄附先の団体数が５団体以内である。（※３）
・確定申告（住民税申告を含む）を行っていない。
※１　平成２７年１月１日から平成２７年３月３１日までに行った「ふるさと寄附金」は、「ふるさと納税ワンストップ特例制度」の対象外となります。寄附金控除を受けるためには、平成２７年４月１日以後に行った「ふるさと寄附金」も含めて全ての寄附金を確定申告する必要があります。
※２　特例の適用申請後に、転居による住所変更等、提出済の申請書の内容に変更があった場合、寄附を行った翌年の１月１０日までに、納税先の自治体へ変更届出書を提出してください。
※３　同じ団体に複数回寄附をしても寄附先の団体は１となります。ただし、寄附するごとに適用申請は必要です。（同じ団体に２回寄附をした場合、申請書の提出も２回必要）
４．個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の延長
住民税における住宅借入金等特別税額控除について、居住年月日の適用期限が延長されました。
	
	【改正前】
	【改正後】

	居住年月日
	平成２９年１２月３１日まで
	平成３１年６月３０日まで


＜参考＞住民税における住宅借入金等特別税額控除
	居住年月日
	控除額
	限度額

	平成１１年～平成１８年
	次のいずれか小さい金額
１．所得税の住宅ローン控除のうち所得税において控除しきれなかった金額
２．所得税の課税総所得金額等の５％
	９７，５００円

	平成２１年～平成２５年
	
	

	平成２６年１月～平成２６年３月
	
	

	平成２６年４月～平成３１年６月
（注）住宅に適用される消費税率が８％又は１０％である場合に限ります。それ以外の場合の控除限度額は、平成２６年１月～３月と同様です。
	次のいずれか小さい金額
１．所得税の住宅ローン控除のうち所得税において控除しきれなかった金額
２．所得税の課税総所得金額等の７％
	１３６，５００円


一度生じた不均衡が平準化しない





年税額が２年連続で同額の場合平準化








1

